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○ 本計画は、社会福祉法第１０８条の規定に基づき、地域福祉の推進を図るため

の市町村地域福祉計画の達成を広域的な見地から支援するための計画として策定

することとされている「都道府県地域福祉支援計画」として策定するものです。 

  

 ○ 「岐阜県地域福祉支援計画」は２００４年（平成１６年）３月に策定し、５年

間を計画期間として改定してきました。２０１４年（平成２６年）３月に策定し

た第三期計画が、２０１９年３月末に計画期間が満了するため、その第四期計画

として、福祉現場の声等を踏まえて各施策を総点検のうえ、人口減少・高齢化が

進行する今後の社会を見据え策定するものです。   

 

 

 

○ 計画の期間は、２０１９年度から５年間とします。 
 

○ なお、市町村が策定する市町村地域福祉計画の内容、他の福祉関係計画の見直

しや、社会情勢の変化を踏まえ、適宜必要な見直しを行います。 

 

 

 

○ 本計画は、「岐阜県高齢者安心計画」、「岐阜県障がい者総合支援プラン」、

「岐阜県少子化対策基本計画」等、各福祉関係計画による施策の効果的な推進の

ために、各分野に関し共通して取り組むべき事項を記載するものです。 
   

○ 社会福祉法第１０８条に定める本計画と、県が既に策定している他の計画の対

象分野が重なる場合については、その既定の全部または一部をもって支援計画の

一部とみなすこととしています。 
 

○ また、地域福祉の推進を担う県社会福祉協議会が、役割や事業の推進方策を計

画的に推進するために策定する「WINCプラン」と連動性をもちながら、本県の

地域福祉に関する施策を推進していきます。 

第１章 計画の趣旨 

１ 計画の性格 

２ 計画の期間 

３ 他の福祉関係計画との関係 
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【関連する主な計画】 

・岐阜県高齢者安心計画  

・岐阜県障がい者総合支援プラン  

・岐阜県少子化対策基本計画 

・岐阜県保健医療計画 

・医療介護総合確保促進法に基づく岐阜県計画 

・岐阜県健康増進計画 

・岐阜県自殺総合対策行動計画  

・岐阜県ひとり親家庭等自立促進計画   

・岐阜県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画 

・岐阜県住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画 等 

 

  

  

○ 本計画は、市町村が策定する「市町村地域福祉計画」の達成のため、各市町村

を通ずる広域的な見地から市町村の地域福祉推進を支援するため策定するもので

あり、市町村支援のガイドラインとしても位置付けられています。 

 

 
 

  

○ 第２章では本県地域福祉の推進にあたって、地域福祉を取り巻く状況を整理し

ました。 

  

○ 第３章では、本計画の理念を設定し、社会福祉法第１０８条と計画策定ガイド

ライン（２０１７年（平成２９年）１２月１２日厚労省通知「地域共生社会の実

現に向けた地域福祉の推進について」）で計画に盛り込むべきとされた項目をもと

に、理念の実現に向けて５つの基本施策、２４の施策を掲げています。 

   

○ 第４章では、２４の施策について、現状と課題を分析のうえ、県としての今後

の取組方針及び目標を設定しています。 

 

○ 第５章では、本計画の推進について記載しています。 
 

５ 計画の構成 

 

 

策 

４ 市町村地域福祉計画との関係 

 

 

策 
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① 人口減少・高齢化の進行 

本県の人口は、２００５年（平成１７年）に減少に転じました。今後も、少子

化の影響を受けて人口の減少は続き、県の推計では２０４５年には約15１万人

へと大きく減少する見込みです。特に生産年齢人口（１５～６４歳）が急激に減

少していくと見込まれます。 

また、65歳以上人口は、２０２０年頃をピークに減少しますが、人口全体が

引き続き減少するため、高齢者人口比率はその後も増加を続け、２０４５年には

高齢者人口比率は３８．５％（２．６人に１人が６５歳以上）になると推計して

います。 
 

② 世帯の変化と単独世帯の増加 

本県の一般世帯（病院、社会福祉施設等にいる世帯を除いたもの）数は、人口

が減る一方で増加しており、２０１５年（平成２７年）には75万世帯を超え、

１世帯当たり人員は２．６５人と過去最低となり、小家族化が進んでいます。 

世帯の家族類型別では、高齢の夫婦世帯や高齢の一人暮らし世帯が大きく増加

しています。また、男性では４０代以上の中高年層で一人暮らしが増加、女性は

65歳以上の高齢層で一人暮らしが大きく増加しています。 
 

③ 少子化の進行 

本県の出生数は、１９７３年（昭和４８年）をピークとして減少傾向をたどり、

２０１７年（平成２９年）はピーク時の１／２以下に減少しています。 

合計特殊出生率は、過去最低であった２００４年（平成１６年）に１．３１ま

で落ち込んだ後、近年は改善が見られますが、母となる女性人口が減少している

ため、出生数は減少を続けています。 
 

④ 非婚化・晩婚化の進行 

２０代から３０代の未婚率は、１９７５年（昭和５０年）以降、上昇傾向が続

いています。２０１５年（平成２７年）には、３０代前半では男性の半数近く、

女性の約３割が未婚となっています。 
 
 
 

第２章 地域福祉をとりまく状況 

１ 福祉をとりまく情勢 
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⑤ 福祉サービスの提供を必要とする要支援者の増加 

高齢者に関する状況では、高齢化の進行にともなって、要支援・要介護認定者

数は増加を続け、２０１６年（平成２８年）の約９万７千人から２０２５年には

約１１万8千人に及ぶと推計しています。 

障がい者に関する状況では、身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉

手帳所持者数は増加傾向にあり、県人口に占める割合も年々増加の傾向にありま

す。 

生活保護に関する状況では、世帯類型別の保護世帯数の推移をみると、高齢者

世帯が増加傾向にあります。世帯類型別の構成割合の推移でも、高齢者世帯の割

合は増加傾向にあり、２０１５年度（平成２７年度）には全体の約50％を占め

ています。 
 

⑥ 人口減少・少子高齢化による人材不足 

急速な少子高齢化の進行により日本全体の労働力は減少しており、様々な業種

で人材不足となっています。本県の介護人材の推計では、２０２５年に約６、３

００人の人材不足が見込まれています。 

また、民生委員やボランティア等、地域福祉の担い手不足、高齢化による後継

者不足も課題となっています。県が実施した「地域のつながりに関するアンケー

ト」結果によると、地域活動に参加している人が地域団体の活動や運営面の課題

として回答したもののうち、担い手の不足や高齢化、参加者の減少・固定化が高

い割合となっています。 
 

⑦ 各分野における制度改正～「地域共生社会」の実現に向けて～ 

２０１６年（平成２８年）に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」に

地域共生社会の実現が盛り込まれました。「地域共生社会」とは、制度・分野ご

との「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の

多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて

「丸ごと」つながることで、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創

っていく社会であり、その実現に向けて各福祉分野の制度が改正されています。 

1）高齢福祉分野 

    団塊の世代が75歳以上となる２０２５年に向けて、重度な要介護状態と

なっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地

域包括ケアシステム（医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保

される体制）の構築を進めるため、２０１５年（平成２７年）4月施行の介

護保険法の改正により、全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）は市町
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村が取り組む地域支援事業に移行され、多様なサービスの提供が可能とな

り、地域の実情に応じた取組ができるようになりました。 

市町村は、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、地域資源の開発

やそのネットワーク化等を行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い

推進員）」の配置に取り組むこととされました。 

また、地域支援事業に、在宅医療・介護連携推進事業が位置づけられ、医

療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを続けることができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連

携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが重要となって

います。 

 

2）障がい福祉分野 

    地域社会における共生の実現に向けて、２０１３年（平成２５年）４月に

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総

合支援法）」が施行され、障がい福祉サービスの充実等、障がい者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するため、新たな障がい保健福祉施策が講じ

られました。 

 ２０１６年（平成２８年）には、障がい者が自らの望む地域生活を営むこ

とができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や、高齢障

がい者による介護保険サービスの円滑な利用を促進するための見直しが行

われるとともに、障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するため

の支援の拡充が図られました。 

    また同年４月に、障がい者に対する差別的取り扱いの禁止等が盛り込まれ

た「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が施行されました。 

２０１７年（平成２９年）には、高齢者と障がい児者が同一事業所でサー

ビスを受けやすくするため、介護保険と障がい福祉制度に新たに共生型サー

ビスが位置づけられました。 

 

3）子ども・子育て分野 

   幼児期の教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を推進する

ため、２０１２年（平成２４年）に「子ども・子育て関連３法」が成立し、

２０１５年（平成２７年）に「子ども・子育て支援新制度」がスタートしま

した。この制度により、すべての子育て家庭を対象に、地域のニーズに応じ

た様々な子育て支援を充実するための取組が進められています。 
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２０１６年（平成２８年）に改正された「児童福祉法等の一部を改正する

法律」では、すべての子どもが健全に育成されるよう、児童虐待の発生予防

から被虐待児への自立支援まで、社会による家庭への養育支援の構築が求め

られており、児童相談所の専門性や法的機能の強化、市区町村における相談

体制の強化等が図られています。 

 また、２０１７年（平成２９年）に施行された改正母子保健法では、妊娠

期から子育て期にわたる総合的相談や支援を切れ目なく実施するために、子

育て世代包括支援センター（母子健康包括支援センター）の設置が市町村の

努力義務として位置付けられました。 

⑧ 社会福祉法人の地域における公益的な取組 

社会福祉法人は、従来から、制度に基づく福祉サービスのほか、自主的に公益

的な取組を行っていましたが、２０１６年（平成２８年）改正社会福祉法におい

て、地域における公益的な取組が責務として明記され、社会福祉法人が地域社会

に果たすべき役割が大きなものとなっています。 

「地域における公益的な取組」とは、①社会福祉事業又は公益事業を行うに当

たって提供される福祉サービスであること、②対象者が日常生活又は社会生活上

の支援を必要とする者であること、③無料又は低額な料金で提供されること、と

いう３つの要件のすべてを満たすことが必要であり、２０１８年（平成３０年）

１月には国通知により、その解釈が明確化されました。 

地域の要支援者に対する相談支援、見守り・移動等の生活支援、地域の福祉ニ

ーズ等を把握するためのサロン活動、地域住民に対する福祉教育等、社会福祉法

人が培ってきた福祉サービスに関する専門性やノウハウ、地域の関係者とのネッ

トワーク等を活かしながら、「地域における公益的な取組」の実践を通じて、地

域づくりと連携し、積極的に貢献していくことが期待されています。 

⑨ その他の地域社会を取り巻く状況 

社会が多様化する中で、地域生活課題（※）は複合化・複雑化しており、高齢、

障がい、子ども・子育て等の分野・制度ごとの「縦割り」では解決することが困

難になっています。また、安定した雇用が減少し世帯構造も変化して、現役世代

を含めて生活困窮者の増大が顕著になっています。 

※地域生活課題とは、福祉サービスを必要とする地域住民とその世帯が抱える福祉、介

護、介護予防、保健医療、住まい、就労、教育に関する課題、福祉サービスを必要と

する地域住民の地域社会からの孤立に関する課題、その他の福祉サービスを必要とす

る地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上で

の様々な課題。 
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① 地域福祉の推進とは 

地域共生社会の実現に向けて、２０１８年（平成３０年）４月に施行された改

正社会福祉法では、地域住民や福祉関係者（事業者、ボランティア）が、世帯全

体に着目し、福祉、介護、保健医療、地域社会からの孤立等も含めた地域生活課

題を把握するとともに、支援関係機関と連携し、課題の解決を図るよう特に留意

する旨を定め、地域福祉推進の理念が明確化されました。 

 

② 地域福祉の方向性 

少子高齢化、核家族化等の進行により、世帯あたりの人数が減少し、高齢者の

みの世帯、高齢者の一人暮らし世帯が増加しています。また、経済・社会環境の

変化による地域のつながりの希薄化や、人口減少の進行による地域の担い手不足

により、地域で支え合うことが困難になっています。 

地域の中で、すべての人が孤立することなく安心して暮らし続けるためには、

「自助、互助、共助、公助」が連携・連鎖することにより、それらが各々の役割

や特性を生かしながら、包括的かつ継続的に役割を発揮し、提供される必要があ

ります。 

しかし、それらの役割や特性は地域によって異なるため、一律の方法ではなく、

地域の実情に応じた連携のあり方や方法を、地域住民や福祉関係者、関係機関が

協働し、取組を進めていくことが重要です。 

 

③ 本県における今後の地域福祉推進の方向性 

少子高齢化・人口減少が進行する中で、地域住民、福祉関係者、関係機関等、

各々が特性を生かしながら役割を発揮し、地域の実情に応じた取組を進めていく

ことができるよう、地域福祉施策を展開していきます。 

 

○地域の課題を「我が事」に 

社会環境の変化、人口減少等の進行により、地域のつながりが希薄化しており、

住民同士で支え合うことが困難となっています。住民が主体的に地域を作るために、

住民が地域の課題を他人事とせず「我が事」として捉え、つながる仕組みづくりが

必要です。 

 

○「縦割り」から「丸ごと」へ 

従来、公的な支援制度は、高齢者、障がい者、子ども等の対象者ごとに整備され

てきました。しかし、昨今、個人や世帯の課題は、様々な分野の課題が絡み合って

２ 地域福祉の推進について 
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複合化・複雑化しており、課題に対して総合的な支援を必要とする状況がみられ、

制度や分野ごとの「縦割り」で整備されてきた公的な支援制度では対応が困難にな

っています。 

地域における多様なニーズに的確に対応していくためには、個人や世帯が抱える

様々な課題に対して、分野を問わず包括的に支援するという「丸ごと」の支援体制

が求められています。 

 

○社会的な孤立を生まない多機関によるネットワークづくり 

社会環境の変化、少子高齢化、核家族化、人口減少等の進行により、地域のつな

がりの希薄化や家庭機能の低下が生じています。このような「つながり」の弱まり

を背景に、他者との接触がほとんどない「社会的孤立」、働いていない５０代の子

を８０代の親が面倒を見ている「８０５０」、支援を必要とする人が自ら積極的に

ＳＯＳを発信しない「ひきこもり」等、適切な支援につながりにくい問題が顕在化

しています。これらの問題を早期に把握し、適切な支援が行えるよう、福祉関係以

外の機関も含めた多機関によるネットワークづくりが必要です。 

 

○人口減少を見据えた福祉人材の確保 

高齢化の進行に伴う介護ニーズの増加や複雑化する支援内容に対応するために

は、より多くの福祉人材が必要となります。しかし、人口減少・急速な少子高齢化

の進行により、様々な業種で人材不足となっており、今後福祉人材を増加させるこ

とは、現状よりも一層困難になることが見込まれます。 

また、住民による地域での支え合いを担う人材も不足しています。「我が事」「丸

ごと」の地域づくりを育む仕組みへの転換を図るためには、専門的な福祉人材だけ

ではなく、ボランティア等、多様な担い手を育成することが必要です。 

福祉サービスや地域での支え合いを持続可能なものとするために、福祉分野にお

ける専門的な人材の確保と、地域福祉を担う人材の確保が急務となっています。 

 

○新たに顕在化した地域生活課題への対応 

高齢化の進行にともなう認知症高齢者の増加等により、成年後見制度の利用促進

等、権利擁護体制の充実が求められています。 

また、買物や通院のための移動手段の確保等、公的支援制度が対象としないよう

な身近な地域生活課題への支援、生活困窮者への支援等、地域において新たな課題

が顕在化しています。 

これらの課題に対して、地域の実情に応じた対応が必要であるとともに、課題に

よっては市町村を通ずる広域的な視点が必要となります。 
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住み慣れた家・地域において、孤立することなく安心して暮らし続けることは、誰

もの共通した願いです。医療的ケアや介護が必要な状態になっても、高度・専門的な

ケアを受けながら、家族や地域の支えを受けて、これまでと変わらない「その人らし

い安心のある自立した生活・人生」を送ることできるよう、住まい・医療・介護・予

防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築に取り組んできたと

ころです。 

しかし、家族構成の変化や人口減少により、近年、地域包括ケアシステムを支える

「自助」「互助」の力が弱まっています。また、昨今では多様かつ複合的な課題を抱え、

従来の高齢者、障がい者、子ども等対象者別の公的支援では十分に対応しきれないケ

ースも増えています。 

本計画では、住み慣れた地域において社会的に孤立することなく、いつまでも安心

して暮らし続け地域住民が支え合い、一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創

っていくことのできる「地域共生社会」の実現のため、地域を構成するすべての人が

「支え手」「受け手」といった役割に固定されることなく、だれもが「我が事」として

参画し、世代や分野を超えて「丸ごと」つながることによる包括的な支援体制の構築

をめざし、「誰もが参加・協働し、安心して暮らせる地域づくり」を理念として掲げま

す。 

理念の実現に向けての基本となる施策として、少子高齢化・人口減少が進行する中

で、地域で課題を解決していくという地域力や、お互いに支え合い共生していけるよ

うな地域の福祉力を高めるため、「地域における分野横断的な支援体制の整備」「市町

村の地域福祉推進への支援」「福祉人材の確保・育成」「福祉サービスの適切な利用促

進」「市町村における包括的な支援体制整備への支援」の5つを基本施策として掲げ

ます。   

また、５つの基本施策の推進のため２４の施策を掲げるとともに、２４の施策ごと 

に現状と課題を分析のうえ、県としての今後の取組方針及び目標等を設定しました。 

なお、この２４の施策は、社会福祉法及び国策定指針で盛り込むべきとされた施策

項目とも整合するものとなっています。 

第３章 計画の理念と施策体系 

誰もが参加・協働し、安心して暮らせる地域づくり 

１ 理念                  
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社会福祉法 

（盛り込むべき５つの施策） 

県計画の施策の柱 

 

１ 地域における高齢者の福祉、

障がい者の福祉、児童の福祉そ

の他の福祉に関し、共通して取

り組むべき事項 

 

１ 地域における分野横断的な支援体制の整備 

（１）様々な課題を抱える人の就労や活躍の場の確保等

を目的とした福祉以外の分野との連携 

（２）高齢、障がい、子ども・子育て等、福祉分野の重

点事項 

（３）制度の狭間の課題への対応 

（４）生活困窮者等の各分野横断的に関係する人に対応

できる体制の整備 

（５）共生型サービス等の分野横断的な福祉サービス等

の展開 

（６）居住に課題を抱える人への横断的支援 

（７）就労に困難を抱える人への横断的支援 

（８）自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援 

（９）市民後見人等の育成・活動支援及び判断能力に不

安がある人への権利擁護支援 

（10）高齢者や障がい者、児童に対する虐待防止の取

組推進 

（11）保健医療・福祉等の支援を必要とする犯罪をし

た人等への社会復帰支援 

（12）地域住民等が集う拠点の整備        

（13）地域住民主体の地域づくりを推進する圏域と、

各福祉分野の圏域、他分野の圏域との考え方・

関係の整理 

（14）地域づくりにおける官民協働の促進、地域住民

等が主体的に課題を解決していくための財源

確保 

（15）地域づくりに資する複数事業の一体的な実施の

ための連携体制の構築 

（16）全庁的な体制整備 

２ 施策体系 
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社会福祉法 

（盛り込むべき５つの施策） 

県計画の施策の柱 

 

２ 市町村の地域福祉の推進を

支援するための基本的方針に

関する事項 

 

２ 市町村の地域福祉推進への支援 

（１）市町村に対する支援 

（２）県内の福祉サービスに関する情報の収集及び提供 

（３）地域福祉推進の中核団体としての社会福祉協議会

への支援 

３ 社会福祉を目的とする事業

に従事する者の確保又は資質

の向上に関する事項 

３ 福祉人材の確保・育成 

（１）福祉人材の確保及び福祉従事者に対する研修体制

の整備 

 

 

４ 福祉サービスの適切な利用

の推進及び社会福祉を目的と

する事業の健全な発達のため

の基盤整備に関する事項 

４ 福祉サービスの適切な利用促進       

（１）市町村が実施する福祉サービスの相談支援体制等

の確立のための基盤整備の促進 

 

 

５ 市町村における包括的な支

援体制の整備への支援に関す

る事項  

 

５ 市町村における包括的な支援体制整備への支援 

（１）単独の市町村では解決が難しい地域生活課題に対

する支援体制の構築 

（２）県域で推進していく施策の企画・立案 

（３）住民主体の地域づくりを進めていくための人材育

成及び市町村間の情報共有の場づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 12 - 

 

第４章 施策の内容 

 

 

（１）様々な課題を抱える人の就労や活躍の場の確保等を目的とした福祉以

外の分野との連携 

○ 課題を抱える人の就労や活躍の場の確保を図るため、地域の企業等との

連携を図ります。 

 

（２）高齢、障がい、子ども・子育て等、福祉分野の重点事項 

○ 買物支援や移動支援が必要な人に対して、地域の実情に応じた支援を行います。 

○ ２０１９年度に導入予定のパーキングパーミット制度の適正な運用が図られる

よう、啓発活動を行うとともに、登録駐車場の確保に努めます。 

○ 高齢者、障がい者等の安全・安心な地域生活を確保するために、施設のバリア

フリー化、ユニバーサルデザイン等の普及等、誰にも優しい福祉のまちづくり

を推進します。 

○ 高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよ

う地域包括ケアシステムの構築を推進し、支援を必要とする高齢者や

その家族も安心して生活できる地域づくりを支援します。 

○ 障がいのある人もない人も共に安心して暮らせる社会環境づくりを推

進し、障がい児者やその家族が安心して生活できる地域づくりを支援し

ます。 

○ どの地域においても安心して子育てができるよう、子育て世代包括支援

センターの設置や地域の実情に合わせた子育て支援を推進します。 

 

（３）制度の狭間の課題への対応 

○ 制度の狭間となる課題や複合化・複雑化する課題を抱える人や世帯を早

期に把握し、適切な支援につなげるために、市町村における包括的な相

談支援体制の構築を支援します。 

○ すべての市町村において、世代間の交流や地域での支え合い活動が発展してい

くための支援を行います。 

 

 

１ 地域における分野横断的な支援体制の整備 
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（４）生活困窮者等の各分野横断的に関係する人に対応できる体制の整備 

○ 生活困窮者自立支援制度において努力義務とされた「家計改善支援事業」と「就

労準備支援事業」を全市町村で実施できるよう支援します。  

○ 制度の狭間となる課題や複合化・複雑化する課題を抱える人や世帯を早

期に把握し、適切に支援につなげるために、市町村における包括的な相

談支援体制の構築を支援します。 

 

（５）共生型サービス等の分野横断的な福祉サービス等の展開 

○ 共生型サービス等、分野横断的な福祉サービスの展開を支援します。 

 

（６）居住に課題を抱える人への横断的支援 

○ 住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の供給を促進します。 

 

（７）就労に困難を抱える人への横断的支援 

○ 生活困窮者、障がい者、ひとり親家庭等、就労に困難を抱える人に対し

て、状況に応じた就労支援を行います。 

 

（８）自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援 

○ 自殺対策の効果的な展開を視野に入れた地域福祉の推進を図ります。 

 

（９）市民後見人等の育成・活動支援及び判断能力に不安がある人への権利擁護支援 

○ 成年後見制度利用促進のための中核機関（※）の設置に向けた支援を行うとと

もに、単独設置が困難な市町村に対しては、広域設置に向けた支援を行います。 

※中核機関とは、成年後見制度の利用促進のため、広報、専門職による相談支援、後

見人支援、関係機関が連携するためのネットワークづくり等を担う中核的な機関。 

 

（10）高齢者や障がい者、児童に対する虐待防止の取組推進 

○ 社会的・身体的に弱い立場にある人を虐待から守るため、虐待防止の取

組を推進します。 

 

（11）保健医療・福祉等の支援を必要とする犯罪をした人等への社会復帰支援 

○ 安全・安心な地域づくりのために、犯罪をした人の再犯を防ぎ、地域に定着

できるよう、再犯防止計画の推進を図ります。 
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（12）地域住民等が集う拠点の整備     

○ 自治会の集まりや地域懇談会、認知症カフェ、子育て支援拠点等におけ

る活動を通じ、地域生活課題や地域との関わりが少ない人が抱える課題

を把握し、課題解決に向けた取組を支援します。また、そうした活動を

行う「場」として、古民家や空き店舗等既存施設を活用した拠点の整備

を支援します。 

○ 高齢者、障がい者等への支援も含めた地域の防災力向上や、地域の安

全・安心の強化を図る取組を通して、住民が地域生活課題を「我が事」

として捉える機会づくりを支援します。 

 

（13）地域住民主体の地域づくりを推進する圏域と、各福祉分野の圏域、他分野の

圏域との考え方・関係の整理 

○ 各分野における圏域を整理し、効果的な地域福祉の推進を図ります。 

 

（14）地域づくりにおける官民協働の促進、地域住民等が主体的に課題を解決して

いくための財源確保 

○ 社会福祉法人が地域で行う公益的な取組を支援します。 

○ 地域での見守り体制への参加等、企業や法人、大学が行う地域生活課題

への取組を支援するとともに、企業や法人で働く人、大学生が地域活動

に参加する取組を支援します。 

○ 地域住民が主体的に課題を解決する活動を継続的に行うための支援を

行います。 

 

（15）地域づくりに資する複数事業の一体的な実施のための連携体制の構築 

○ 事業の効果、効率性や対象者の生活の質を高めることを目的とした、地

域づくりに資する事業の一体的な実施を図ります。 

 

（16）全庁的な体制整備 

○ 地域生活課題を抱える人や世帯の包括的な支援に向けて、福祉、保健、医療、

教育、雇用等、庁内における分野横断的な連携体制の整備を図ります。 
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（１）市町村に対する支援 

○ 市町村ヒアリングを通じて、市町村が策定する地域福祉計画の達成に向

けた助言・支援を行います。 

 

（２）県内の福祉サービスに関する情報の収集及び提供 

○ 地域での支え合い活動等、地域における福祉資源の情報を収集し、県民への周

知を図ります。 

 

（３）地域福祉推進の中核的団体としての社会福祉協議会への支援  

○ 地域福祉推進の中核的な団体である社会福祉協議会の運営と、その機能強化に

向けた取組を支援します。 

 

 

 

 

（１）福祉人材の確保及び福祉従事者に対する研修体制の整備 

○ 岐阜県福祉人材総合支援センター、岐阜県保育士・保育所支援センターを中心

とする福祉人材の確保・育成・定着を支援します。 

○ 生徒・学生と中高年齢者に向けた普及啓発を促進します。 

○ 岐阜県福祉人材総合支援センター、岐阜県介護研修センターを活用した福祉人

材のキャリアパス制度の構築支援を行います。 

○ 元気な高齢者が地域の支え手として活躍できるよう支援します。 

○ 地域福祉を担う民生委員の確保に努めるとともに、複雑化する地域生活

課題に対して、民生委員が適切に対応できるよう、研修会の開催等、活

動支援に向けた取組を行います。 

○ 誰もが気軽にボランティアに参加できるきっかけづくりや地域リーダ

ーの育成を行う県ボランティアセンター、市町村社会福祉協議会、NPO

等を支援します。 

○ 学校と地域が連携し、子どもたちが地域との関わりを持つ取組や福祉の

仕事への関心を高める取組を行います。 

 

 

２ 市町村の地域福祉推進への支援 

３ 福祉人材の確保・育成 
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（１）市町村が実施する福祉サービスの相談支援体制等の確立のための基盤整備の促

進 

○ 福祉サービスの質の向上を図るため、事業者に対する第三者評価受審を促す取

組を実施します。 

○ 福祉サービスの質の向上を図るため、苦情解決の体制強化を図ります。 

 

 

 

 

（１）単独の市町村では解決が難しい地域生活課題に対する支援体制の構築 

○ 単独の市町村では解決が困難な地域生活課題に対する広域的な支援体制を構築

します。 

  

（２）県域で推進していく施策の企画・立案 

○ 市町村における包括的な支援体制の整備に向けて、県全体で推進していく施策

の企画・立案を行います。 

 

 

（３）住民主体の地域づくりを進めていくための人材育成及び市町村間の情報共有の

場づくり 

○ 市町村における包括的な支援体制の整備推進に資するため、市町村間の情報共

有を図ります。 

 

 

 

 

 

 

４ 福祉サービスの適切な利用促進 

５ 市町村における包括的な支援体制整備への支援 
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※①、⑦の県支援制度とは、「岐阜県地域での支え合い活動支援事業費補助金」を指

します。 

※⑦の拠点とは、ふれあいサロン活動等地域の住民による支え合い活動を行うための

拠点を指します。 

※基準値は２０１８年（平成30年）４月１日現在の数値です（⑧は２０１８年（平

成３０年）６月１５日現在）。制度を開始していないなどにより数値を計上できな

い項目は「―」としています。 

項目 
基準値 

（２０１８(平成３０)年度） 

目標値 

（２０２３年度末） 

① 県支援制度を活用した買物弱者

支援事業の実施市町村数 

 

－ 

 

２１市町村 

② ぎふ清流おもいやり駐車場制度   

に登録された駐車場の台数 

 

－ ７，０００台 

③ 包括的な相談窓口を設置してい

る市町村数 

 

－ ４２市町村 

 

④ 包括的な支援体制におけるコー

ディネーター養成研修の受講者

数 

－ 

 

１００人 

 

⑤ 生活困窮者自立支援制度におい

て努力義務とされた家計改善支

援事業及び就労準備支援事業の

実施市町村数 

２５市町村 ４２市町村 

⑥ 成年後見制度の利用促進のため

の中核機関の設置市町村数 

 

－ 

 

２１市町村 

 

⑦ 県支援制度を活用して整備した

拠点数 

 

１２８箇所 

 

２００箇所 

 

⑧ 「地域での支え合い活動」を知

っていると回答した人の率 

６７．７％ 

（県政モニター 

アンケート結果） 

１００％ 

⑨ 福祉人材総合支援センターを通

じた就職者数 

 

― 

 

１，０００人 

 

６ 第四期岐阜県地域福祉支援計画 指標 
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○ 地域住民等は、地域生活課題を「我が事」としてとらえ、「支え手」「受け手」と

いう関係を固定せず、誰もが役割を持ち、互いの存在を認め合い、支え合うこと

が求められています。 

 

○ 地域生活課題の解決に向けては、従来の高齢、障がい、児童といった専門的な枠

組みでとらえることなく、本人や世帯が抱える様々な課題を包括的に支援してい

くことが必要です。 

 

○ 複合的な課題を抱える人の多くが地域から孤立、あるいはどこに相談していいか

わからないという状況にあることから、民生委員・児童委員等の地域福祉に携わ

る関係者が連携し、相談に来られないなど、自ら支援を求めることができない人

について積極的に把握し、早期支援につなげる体制を構築することが求められま

す。 

 

○ 地域の社会福祉を目的とする事業を経営する人、社会福祉に関する活動を行う人

は、関係機関と連携し、課題の解決を図るよう留意するとともに、地域福祉の推

進に係る取組との連携にも配慮しながら、福祉サービスを提供することが必要で

す。 

   

○  県は、市町村がこうした支援体制を構築するためのネットワークづくりや、先進

的事例の情報提供、包括的な支援体制において複雑化する課題解決のためにコー

ディネーター役となる人材の養成等の支援を行います。 

 

○ また、本計画の推進に向け、社会福祉協議会との連携・協働をより一層強化し、

積極的な事業展開を図ります。 

 

○ 策定した地域福祉支援計画は、計画の進捗管理を行うための組織を設置し、毎年、

評価・検証を行います。                                      

第５章 計画の推進 第５章 計画の推進 



 

 


